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【手続補正書】
【提出日】平成25年11月14日(2013.11.14)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１方向に沿って切り込み部が設けられている基部と、
　平面視で、前記基部の端部を付け根にして前記第１方向と交差する第２の方向に沿って
延出されている振動腕と、
を含む振動片を備え、
　前記付け根は、平面視で、
　前記振動腕の一方の外縁に位置している第１の付け根部と、
　前記振動腕の前記一方の外縁とは反対側の他方の外縁に位置している第２の付け根部と
、
を含み、
　前記第２の付け根部は、平面視で、前記第１の付け根部よりも前記切り込み部の開口側
に配置され、
　前記第１の付け根部から前記第２の付け根部までの長さをＡ、
　前記第１の付け根部から前記切り込み部の内端部までの長さをＢとしたとき、
　　Ａ≧Ｂ
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を満足していることを特徴とする電子機器。
【請求項２】
　請求項１において、
　前記切り込み部は、前記第２の付け根部から前記第１の付け根部に向う方向に沿って切
り込まれていることを特徴とする電子機器。
【請求項３】
　請求項１または２において、
　前記振動腕は、
　腕部と、
　前記腕部と前記付け根との間に設けられ、前記第２の方向に沿った幅が、前記付け根側
から前記腕部側へ向かうに従って縮幅している第１のテーパー部と、
を含むことを特徴とする電子機器。
【請求項４】
　請求項３において、
　前記腕部は、
　前記第２の方向に沿った幅が、前記第１のテーパー部から前記付け根とは反対側へ向か
うに従って縮幅している第２のテーパー部を含むことを特徴とする電子機器。
【請求項５】
　請求項１乃至４の何れか一項において、
　前記振動腕は、
　平面視で、前記付け根側とは反対側の先端側に錘部を含むことを特徴とする電子機器。
【請求項６】
　請求項５において、
　前記錘部は、前記付け根へ向かうに従って縮幅している第３のテーパー部を含むことを
特徴とする電子機器。
【請求項７】
　請求項５または６において、
　前記錘部の前記第２の方向に沿った幅をＣとしたとき、
　　Ａ≧Ｃ
を満足していることを特徴とする電子機器。
【請求項８】
　請求項１乃至７の何れか一項において、
　前記振動腕は、互いに表裏の関係にある第１の主面と第２の主面の少なくとも何れかに
溝が設けられていることを特徴とする電子機器。
【請求項９】
　請求項１乃至８の何れか一項において、
　前記基部に接続されている支持部を含むことを特徴とする電子機器。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００５】
　本発明は、上記課題の少なくとも一部を解決するためになされたものであり、以下の適
用例または形態として実現することが可能である。
　本発明のある形態に係る電子機器は、第１方向に沿って切り込み部が設けられている基
部と、平面視で、前記基部の端部を付け根にして前記第１方向と交差する第２の方向に沿
って延出されている振動腕と、を含む振動片を備え、前記付け根は、平面視で、前記振動
腕の一方の外縁に位置している第１の付け根部と、前記振動腕の前記一方の外縁とは反対
側の他方の外縁に位置している第２の付け根部と、を含み、前記第２の付け根部は、平面
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視で、前記第１の付け根部よりも前記切り込み部の開口側に配置され、前記第１の付け根
部から前記第２の付け根部までの長さをＡ、前記第１の付け根部から前記切り込み部の内
端部までの長さをＢとしたとき、Ａ≧Ｂを満足していることを特徴とする。
　本発明のある別の形態に係る電子機器は、前記切り込み部は、前記第２の付け根部から
前記第１の付け根部に向う方向に沿って切り込まれていることを特徴とする。
　本発明のある別の形態に係る電子機器は、前記振動腕は、腕部と、前記腕部と前記付け
根との間に設けられ、前記第２の方向に沿った幅が、前記付け根側から前記腕部側へ向か
うに従って縮幅している第１のテーパー部と、を含むことを特徴とする。
　本発明のある別の形態に係る電子機器は、前記腕部は、前記第２の方向に沿った幅が、
前記第１のテーパー部から前記付け根とは反対側へ向かうに従って縮幅している第２のテ
ーパー部を含むことを特徴とする。
　本発明のある別の形態に係る電子機器は、前記振動腕は、平面視で、前記付け根側とは
反対側の先端側に錘部を含むことを特徴とする。
　本発明のある別の形態に係る電子機器は、前記錘部は、前記付け根へ向かうに従って縮
幅している第３のテーパー部を含むことを特徴とする。
　本発明のある別の形態に係る電子機器は、前記錘部の前記第２の方向に沿った幅をＣと
したとき、Ａ≧Ｃを満足していることを特徴とする。
　本発明のある別の形態に係る電子機器は、前記振動腕は、互いに表裏の関係にある第１
の主面と第２の主面の少なくとも何れかに溝が設けられていることを特徴とする。
　本発明のある別の形態に係る電子機器は、前記基部に接続されている支持部を含むこと
を特徴とする。
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